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序章 計画の策定にあたって 
 
１ 計画策定の趣旨 

○ 令和６年(2024年)１月１日現在、日本の総人口は１億2,409万人であり、こ
のうち65歳以上の高齢者人口は3,620万人、高齢化率(総人口に占める高齢者の
割合)は29.2％に達しました1。 

○ 滋賀県においても、年々高齢化が進行しています。滋賀県の高齢化率は、令
和６年(2024年)１月１日現在で27.2％であり、高齢者数がピークとなる令和27
年(2045年)頃には、高齢者は今より約８万人多い約45万人、高齢化率は35.5％
になる見込みです。 

○ ほどなく「団塊の世代」がすべて75歳以上となる令和７年(2025年)を迎えま
すが、新型コロナウイルス感染症の流行など、この間に生じた大きな変化を踏
まえつつ、「団塊ジュニア世代」が65歳以上となる令和22年(2040年)に向けて、
各地域の実情に応じたサービス基盤・人的基盤の確保や、「支え手」「受け手」
という関係を超えて地域を共に創っていく社会の実現に向けて取り組むことが
重要となってきます。 

○ 介護保険事業の実施主体である市町行政をはじめ、様々な団体、事業者、専
門職や住民などとともに、2040年を見据えながら、「健康しが」の実現を目指
すこととして、本計画を策定します。 

 

２ これまでの経緯（レイカディア構想） 

○ 昭和62年(1987年)に、超高齢化社会の到来を予測し、明るい長寿社会を拓く
湖の理想郷づくりを目指す「レイカディア構想」を掲げ、「レイカディア10か
年プラン」を策定しました。 

○ このレイカディア構想は、平成８年(1996年)からの「レイカディア新指針」、
平成18年(2006年)からの「レイカディア滋賀プラン」へと引き継がれました。 

○ 「レイカディア滋賀プラン」は、老人福祉法および介護保険法の法定計画で
ある「滋賀県高齢者福祉計画(老人福祉計画)」と「滋賀県介護保険事業支援計
画」として定めた「淡海ゴールドプラン」とレイカディア構想を一体化したも
のです。 

○ 平成27年(2015年)からは、「レイカディア滋賀 高齢者福祉プラン」と名称を
改めています。 

 
３ 計画の位置づけ 

（１）計画の性格 

○ この計画は、老人福祉法に基づく県の「老人福祉計画」と介護保険法に基づ
く県の「介護保険事業支援計画」を一体化した、滋賀県の高齢者施策に関する
総合的な計画です。 

○ 県の老人福祉計画は、老人福祉法第20条の９の規定に基づき、市町の老人福
祉計画の達成に資するため、広域的な見地から老人福祉事業の供給体制の確保
に関し定める計画です。 

○ 県の介護保険事業支援計画は、介護保険法第118条の規定に基づき、介護保
険事業にかかる保険給付の円滑な実施の支援に関し定める計画です。 

○ この計画は、「滋賀県基本構想」を上位計画とし、「滋賀県地域福祉支援計
画」、「滋賀県保健医療計画」、「健康いきいき21－健康しが推進プラン－」、「滋

 
1 出典：人口推計（総務省）  
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賀県医療費適正化計画」および「滋賀県高齢者居住安定確保計画」など、様々
な計画と整合を図った計画としています。 

○ この計画は、併せて「第６期介護給付適正化計画」の性格を有しますが、介
護給付の適正化に向けた取組の詳細については、別途「第６期介護給付適正化
のための取組方針」に記載するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）計画期間 

○ 介護保険事業支援計画としての性質から、 計画期間は、令和６年度(2024年
度)から令和８年度(2026年度)までの３年間とします。 

 
（３）介護保険法等の改正を踏まえた計画 

○ 令和５年(2023年)に公布された全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構
築するための健康保険法等の一部を改正する法律2による、介護保険法の見直
しなどを踏まえた計画とします。 

 
2 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律…介護保険

関係としては、①介護情報基盤の整備、②介護サービス事業者の財務状況等の見える化、③介護サービ

ス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務、④看護小規模多機能型居宅介護のサー

ビス内容の明確化、⑤地域包括支援センターの体制整備等の見直しが行われた。 

滋賀県基本構想 
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４ 保健福祉圏域の設定 

○ 老人福祉法第20条の９第２項および介護保険法第118条第２項に定める区域
（保健福祉圏域）は、次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保健福祉圏域は「滋賀県保健医療計画」の二次保健医療圏を踏まえて設定し
ています。 

○ 保健福祉圏域ごとに、介護保険施設などの必要入所(利用)定員総数その他老
人福祉事業の量の目標などを定めます。 

名 称 区 域 
大津保健福祉圏域(以下「大津圏域」という) 大津市 
湖南保健福祉圏域(以下「湖南圏域」という) 草津市・守山市・栗東市・野洲市 
甲賀保健福祉圏域(以下「甲賀圏域」という) 甲賀市・湖南市 
東近江保健福祉圏域(以下「東近江圏域」という) 近江八幡市・東近江市・日野町・竜王町 
湖東保健福祉圏域(以下「湖東圏域」という） 彦根市・愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀町 
湖北保健福祉圏域(以下「湖北圏域」という) 長浜市・米原市 
湖西保健福祉圏域(以下「湖西圏域」という) 高島市 
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５ 計画策定の体制等 

○ 本計画の策定にあたっては、附属機関である滋賀県高齢化対策審議会へ諮問
し、県民政策コメント、市町との協議などを経て作成しています。 

○ また、滋賀県介護職員人材育成・確保対策連絡協議会、滋賀県在宅医療等推
進協議会、滋賀県認知症施策推進会議などにおける個別テーマの議論を反映し
ています。 

 

６ SDGsとの関係 

○ 平成27年(2015年)に国際連合で採択された「SDGs(持続可能な開発目標 
Sustainable Development Goals)」は、「経済」、「社会」、「環境」のバランス
を取りながら持続可能な社会を実現するための、すべての国に共通する2030年
までの目標です。 

○ 本県は、持続可能な滋賀を実現するとともに、SDGsの達成を目指しており、
本計画においても、高齢福祉の観点からSDGsの達成に向けて取り組みます。 

 

 

 

 

SDGsのターゲットと本計画上の目標（指標）との関係 

ターゲット 目標（指標） 

1.3 適切な社会保護制度および対策
を実施し、高齢福祉を必要とす
る層に対し十分な保護を達成す
る 

特別養護老人ホームの整備量（定員
数） 

（令和８年度：7,938人） 

訪問診療を受けた年間実患者数 

（令和８年度：14,992人） 

3.0 すべての人に健康と福祉を 健康寿命 

（令和８年度：健康寿命の延伸） 

11.0 住み続けられるまちづくりを セーフティネット住宅の登録数 

（令和８年度：12,000戸） 

介護予防に資する通いの場への高齢者
の参加率（週1回以上） 

（令和８年度：8.0％） 

 


